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海法・運送法判例研究
早稲田大学海法・運送法研究会［第3回］
袋詰め魚粉の発熱損害と運送人の責任
（東京高裁平成12年（ネ）第5178号損害賠償請求控訴事件、平成13年10月1日第15民事
部判決、原判決変更［上告棄却］、判例時報1771号118頁、金融商事判例1132号16頁、原
審・平成12年9月22日東京地裁判決判例時報1771号135頁）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相原　隆
判示事項
1．本件貨物に生じた発熱損害は、魚粉の抗酸化剤処理が不十分であったことに
より生じたものと認めるには足りず、降雨による濡れが原因である可能性がより
高いものと認められるから、へ一グ規則4条2項（m）の免責事由に該当するも
のということはできない。
2．魚粉の雨濡れが損害の原因であるとすれば、そのような貨物を積み込んだこ
とについて運送人に過失があることは明らかであるから、同項（q）の免責事由
に該当するものと認めることもできない。
1　事実の概要
　運送人Y（被告・被控訴人兼控訴人）は、荷送人Aとの間で袋詰め魚粉（本件貨
物）の運送契約を締結した。Yは陸揚げ港において本件貨物を船荷証券所持人B
に引き渡したが、本件貨物には発熱、濡れおよびかびによる損傷が生じていたほ
か、重量も不足していた（本件損害）。そこで、貨物海上保険契約の保険者であ
るX（原告・控訴人兼被控訴人）が本件損害についてBに保険金を支払い、保険
代位により、Yに対して運送契約の債務不履行および不法行為に基づく損害賠
償を請求した。
　本件損害の発生に至る経過は次のとおりである。①本件貨物は、平成元年4月
13日から5月1日にかけて、エクアドル共和国のグアヤキル港において本船マノ
リス号に積み付けられた。本船には、本件貨物を含めて、合計1万トン余りの魚
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粉が船積みされた（本件船積み貨物）。運送人Yは荷送人Aに対して、5件の船
荷証券を交付した。各船荷証券には、「外観上良好な状態で船積みされた」旨の
記載があるほか、「重量、寸法、品質、数量、状態、内容、価格は不知」という
不知文言が付されていた。②船積み期間中である4月20日の夕方、グアヤキル港
に降雨があった（本件降雨）。本船においては、その時点までに船積みされた貨
物が濡れるのを防ぐため、各船鎗のハッチカバーを閉めようとしたが、第4船鎗
のハッチカバーが故障のため途中で閉まらなくなり、ハッチカバーを完全に閉め
るのに1時間を要した。③第4船鎗の中甲板船鎗に積み付けられていた本件貨物
の一部が、雨濡れを理由に4月22日に荷揚げされ、新品と交換された。また、4
月22日から26日にかけて、第4船鎗の中甲板船鎗と下部船鎗から別件の袋詰め魚
粉が荷揚げされたが、その後ほとんど全部が再び本船に船積みされた（再船積み
貨物）。再船積み貨物のうち、一部は第2船鎗の中甲板船鎗に積み付けられ、そ
の他は第4船鎗の中甲板船鎗に積み付けられた。④本船は、5月1日にグアヤキ
ル港を出港して、同月26日に鹿島沖に到着し、6月5日に接岸して、本件貨物の
荷揚げ作業が開始された。航海中の5月22日に第4船鎗中甲板船鎗から煙が出て
いることが発見され、その後の荷揚げ作業の際に、第2および第4船鎗の中甲板
船船ならびに第2および第3船鎗の下部船鎗に積み付けられていた貨物が発熱や
焦げ等による損害（発熱損害）を受けていたほか、第1船鎗から第4船鎗までの
各下部船鎗に積み付けられていた貨物が濡れやかびによる損害を受けていた。
　魚粉はつぎのような特性を有する。①魚粉は不飽和脂肪の含有量が多い。この
不飽和脂肪は常温において容易に酸化し、変色等の品質低下をもたらすばかりで
なく、酸化の過程で発熱し、発火に至る可能性もある。そこで、不飽和脂肪の酸
化現象を抑制するため、製造過程で抗酸化剤が添加される。②魚粉の水分含有量
が低くなると発熱しやすくなるが、逆に、水分含有率が13％を超えると、かびが
生長し、水分含有率が20％程度になると、バタテリアの生長が促進される。バタ
テリアの生長は発熱を伴い、これが脂肪の酸化による自発的な熱発生を加速さ
せ、抗酸化剤の消耗を引き起こし、発火の危険を増大させる。③魚粉は、発熱発
火の潜在的危険性を有していることから、IMDGコード（国際海事機関の国際海
上危険物規程）による規制の対象とされる。抗酸化剤処理を施された魚粉はタラ
ス9に分類される。クラス9の要件として、水分含有率、脂肪含有率ならびに抗
酸化剤有効濃度が基準に適合していること、その旨の検査機関による船積み前証
明書が添付されていること、濡れた袋または損傷した袋は船積みしないことなど
が要求される。
　本件の争点は多岐にわたるが、中心的な争点は運送人Yが本件貨物の発熱損
害にっいて責任を負うか否かであり、もっぱら損害の原因となる事実が争われ
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た。運送人Yは次のように主張した。①本件貨物の発熱損害は本件船積み貨物
である魚粉の抗酸化剤処理が不十分であったことが原因であり、その特殊な性質
により生じたものである。②発熱発火原因となるような雨濡れ貨物はなかった。
本件降雨の後に、第4船鎗内の貨物を点検して、雨濡れした貨物を雨濡れしてい
ない周辺の貨物と共に取り除いて新品と交換した。また、再船積み貨物は、積付
け場所を誤ったために積み直されたにすぎず、雨濡れしていたわけではない。こ
れに対して、保険者Xは次のように主張した。①第4船鎗の中甲板船鎗および
下部船鎗最上部に積み付けられた袋は程度の差こそあれ、その全量が雨に濡れ
た。新品に交換されたもの以外の魚粉も雨濡れしており、かつ、そのうちの相当
数が、袋内部の一部分において水分含有量が20％に達していたから、発熱損害の
原因となりうるものであった。②第2船鎗の中甲板船鎗については、本件降雨で
雨濡れしたまま再船積みされた魚粉が発熱損害の主要な原因であった。③第2お
よび第3船鎗の下部船鎗については、本件降雨時にハッチカバーの閉鎖が遅れた
ことによる雨濡れが発熱損害の原因であった。
　なお、本件運送契約において、準拠法は次のように合意されていた。①1924年
船荷証券統一条約（へ一グ規則）が船積み地の国において国内法として制定され
ている場合には、へ一グ規則を適用する。②船積み地においてへ一グ規則の国内
法が施行されていない場合には、仕向け国における対応する法律を適用する。た
だし、その法律が強制的に適用されない運送に関しては、へ一グ規則を適用す
る。本件貨物の船積み地であるエクアドル共和国は1977年にへ一グ規則に加入し
ており、本件運送契約の準拠法がへ一グ規則であることは当事者間に争いがな
い。
II判決要旨
原判決変更。運送人Yは本件貨物の発熱損害について賠償責任を負う。
　一　本件貨物に生じた発熱損害の原因について
　「Yは、本件船積貨物は、検査上IMDGコードタラス9の要件を満たしてい
たが、抗酸化剤が均等に添加されておらず、これが発熱焦損等を引き起こしたも
のであり、雨濡れが原因ではないと主張（する）。確かに、本件船積貨物に係る
魚粉の製造工場における抗酸化剤の添加方法は、ベルトコンベア上の魚粉に単一
ノズルで直接抗酸化剤を吹き付けるというものであり、不均等が生じやすい方法
であったこと、袋詰魚粉の検査は、1000袋から2000袋ごとに約72袋又は20袋の標
本を選び、その中から検査資料を抽出して行われる標本検査であること、南米産
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の抗酸化剤処理済魚粉については、平成元年当時、抗酸化剤処理が不十分であっ
たことが原因と疑われる発熱発火事故が時々発生しており、他に特別の原因が見
当たらない場合には、抗酸化剤の不足あるいは不均等処理が発熱原因とされてい
たことからすると、本件船積貨物に生じた発熱焦損等は抗酸化剤処理が不十分で
あったことによって引き起こされたとの可能性を否定することができない。しか
しながら、効果的に抗酸化剤処理され、船積時においてIMDGコードタラス9
の要求値を満たす魚粉であれば、損害を及ぼすような発熱のおそれはないのであ
って、以下の事情を勘案すると、本件においては、本件降雨により本件船積貨物
及び船鎗内が雨濡れしたことにより本件船積貨物に発熱焦損等の損害が生じた可
能性がより高いものと認められる」。
　「本件貨物に生じた煙損、発熱・固化損及び焦損は、IMDGコードクラス9
の要件を満たした証明書が添付されている貨物にっいて抗酸化剤処理が不十分で
あったことにより生じたものと認めるには足りず、むしろ、本件船積貨物が本件
降雨によって濡れたことが原因である可能性がより高いものと認められるから、
へ一グ規則4条2項（m）の免責事由に該当するものということはできない。そ
して、本件船積貨物の雨濡れが上記損害の原因であるとすれば、IMDGコード
に照らし、そのような貨物を積み込んだことについてYに過失があることは明
らかであるし、また、本件貨物以外の本件船積貨物すべてがIMDGコードタラ
ス9の要件を満たしていたかについても疑問が残るのであるから、同項（q）の
免責事由にも該当するものと認めることもできない」。
　二　損害額について
　「Yは、へ一グ規則2条、3条1項、2項本文により、本件運送契約に基づ
く債務不履行責任として、船荷証券所持人Bに対し、…かび損を除いた損害に
ついてその賠償義務を負う…。また、Bは、本件損害について鑑定費用として60
万円を支払ったが、これもYの債務不履行と相当因果関係を有する損害と認め
られる。なお、Xは、本訴の提起、追行に要した弁護士費用も損害として請求
する。しかし、前記の認定判断に照らすと、本件損害にっいてYにへ一グ規則
所定の免責事由が認められないというにとどまり、進んで本件損害がYの過失
によって生じたと認めるには足りず、Yの不法行為責任を肯定するには不十分
であることからも、上記弁護士費用はYの債務不履行と相当因果関係のある損
害と認めることはできない」。
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皿　評釈
　1．本判決の意義
　本件の中心的な争点は、運送人が本件貨物である袋詰め魚粉の発熱損害にっい
て賠償責任を負うか否かであり、もっぱら損害の原因となる事実が争われた。そ
の認定において、本判決は原判決とほぼ正反対の結論をとる。原判決は、「本件
貨物である魚粉の発熱発火にっいては、他に特段の原因がない限り、抗酸化剤の
添加量の不均等が原因であると推認することができる」とし、「本件貨物等の発
熱発火損は、再船積み貨物の雨濡れ等といった他の原因によるものである可能性
が極めて乏しい」から、上記の推認を覆すような特段の原因は存しないと認定し
た。これに対して、本判決は、「本件船積貨物に生じた発熱焦損等は抗酸化剤処
理が不十分であったことによって引き起こされたとの可能性を否定することがで
きない」が、本件の事情を勘案すると、「本件降雨により本件船積貨物及び船鎗
内が雨濡れしたことにより本件船積貨物に発熱焦損等の損害が生じた可能性がよ
り高いものと認められる」とする。「可能性を否定することができない」という
判示は、前掲判決要旨の後半部分では、「抗酸化剤処理が不十分であったことに
より生じたものと認めるには足りず」と表現されている。
　事実認定は裁判官の自由心証によるものであって、判例評釈に馴染むものでは
ない。結論としては、免責事由の主張を退けて、運送人の過失を認定し、保険者
による損害賠償請求を認容する本判決の論理的な構成は妥当であると思われる。
ところで、本判決および原判決は、いわゆる事例判決にとどまるものではなく、
事実認定の基礎となる法律要件の解釈についても検討すべき論点を提供してい
る。まず、本件において、運送人Yは、へ一グ規則4条2項（m）および同項
（q）による免責を主張した。すなわち、①魚粉に抗酸化剤が均等に投与されてい
なかったこと（以下では「抗酸化剤の不均等」という）が「物品の隠れた欠陥、特
殊な性質又は固有の欠陥」（以下では「物品の隠れた欠陥等」という）にあたり、仮
に物品の隠れた欠陥等に該当しないとしても、②「その他運送人又はその代理人
若しくは使用人の故意又は過失によらない原因」にあたると主張する。これに対
して、上記のように、原判決は、「本件貨物である魚粉の発熱発火にっいては、
他に特段の原因がない限り、抗酸化剤の添加量の不均等が原因であると推認する
ことができる」と判示している。この判示は2つの内容を持つものと解釈され
る。第1は、抗酸化剤の不均等が存在したことの推認であり、第2は、抗酸化剤
の不均等が本件損害の原因であることの推認である。しかし、免責規定の解釈か
ら、このような「推認」をもって運送人の免責を認めることに疑問がある。そこ
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で、運送人が物品の隠れた欠陥等を主張する場合について、証明責任の配分を再
確認しておく必要があると思われる。
　次に、この免責事由の主張に対して、貨物海上保険の保険者であるXは次の
ように反論している。「運送品の隠れた欠陥等を理由として運送人が免責される
のは、損害が生じた当該運送品に隠れた欠陥等が存在した場合のみであるから、
本件貨物以外の運送品に隠れた欠陥等が存在した場合には、Yは免責されるも
のではない」。本件損害のうち、第2船鎗および第4船鎗の中甲板船鎗で生じた
発熱損害は、本件貨物以外の袋詰め魚粉が発火源とされている。Xの主張は、
「物品の隠れた欠陥、特殊な性質又は固有の欠陥」の「物品」の意義を問うもの
であり、重要な論点の存在を示唆する。
　最後に、運送人免責の問題ではないが、本件ではへ一グ規則が準拠法とされ
る。しかし、準拠法の合意は本来、当該法律関係を具体的かつ直接に規律するた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1〉めに特定国の法を選択することを内容とするはずである。したがって、当事者が
国際条約であるへ一グ規則を準拠法とすることに合意した場合に、その合意がど
のような意義および効果を有するのかが問題となる。本判決との関係では、損害
額の認定に問題の一端が現れている。
　以下では、これらの論点について若干の検討を加えることにしたい。
　2．「物品の隠れた欠陥、特殊な性質又は固有の欠陥」に関する証明責任の配分
　（1）物品の隠れた欠陥等の意義　　「物品の隠れた欠陥、特殊な性質又は固
有の欠陥」は、コモン・ローの免責事由である「運送品の固有の環疵（inherent
defect）」に該当する。運送品の固有の蝦疵は、特定の物品にだけ偶然に存する
欠陥にとどまらず、運送品の有する特殊の性質が滅失または損傷の原因となる場
合を広く包含する概念である。へ一グ規則はこの概念をやや冗長に規定してお
り、また国際海上物品運送法は「運送品の特殊な性質または隠れた欠陥」と簡潔
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）に規定する（国際海運4条2項9号）が、いずれも同一の概念を定める。隠れた欠
陥とは、特定の運送品について通常の方法では発見することのできない欠陥をい
う。また、特殊な性質とは、ある種類の運送品が一般的に有する性質をいい、運
送人の過失が寄与することなく、通常の海上運送の過程において自然にまたは普
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）通に運送品の滅失または損傷をもたらす運送品自身の性質をいう。具体的には、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）果物や野菜の腐敗、穀物の蒸れ損、液体の漏失、発酵などがこれに含まれる。
　（2）物品の隠れた欠陥等の証明責任　　運送人がへ一グ規則4条2項（b）
から（p）に列挙される事由により免責を主張する場合には、免責事由たる事実
と、当該損害が通常この事実から生じるものであることを証明すれば足りる。運
送人のなすべき証明は、事実と損害との間の相当因果関係ではなく、経験則によ
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り判断できる程度の具体的事実の証明でよい。過失責任主義の下では、運送人は
無過失であれば責任を負わない。したがって、へ一グ規則が定める免責事由は、
「免責」という本来的な意義を有さず、運送人が負担する無過失の立証責任を軽
減する事由として位置づけられる。他方、損害賠償を請求する者は、運送人の主
張する免責事由と当該損害との間に相当因果関係がないこと、または、仮に相当
因果関係があるとしても、当該損害の発生について運送人に過失があることを立
　　　　　　　　の証しなければならない。
　このような証明責任の配分についてわが国の学説に異論はないと思われる。た
だし、立証責任の軽減は免責事由たる事実の存在を前提としており、運送人にお
いてかかる事実の立証を要することは言うまでもないであろう。運送人が免責事
由を主張する場合に、相手方がその事実の存否を争えることは疑いがない。ま
た、免責事由たる事実の証明について、その負担を軽減すべき必要があるとも思
われない。したがって、抗酸化剤の不均等を立証することが容易ではないとして
も、原判決のいう「推認」ではなく、「立証」が必要であろう。免責規定の解釈
に則して本件の争点を整理すると、運送人の主張については、①抗酸化剤の不均
等が存在したか、②存在した場合には、魚粉の発熱損害は抗酸化剤の不均等から
通常生じる損害なのか、保険者の主張については、③抗酸化剤の不均等と発熱損
害との間に相当因果関係が存在しないか、④相当因果関係がある場合には、発熱
損害の発生にっいて運送人に過失があるかの4点を認定すべきこととなろう。本
判決は上記③を認めて、運送人による免責の主張を否認したものと解される。
　（3）免責事由たる事実　　本件において、運送人は、抗酸化剤の不均等が物
品の隠れた欠陥等にあたると主張したが、そうではなく、発熱損害が魚粉自体の
特殊な性質による損害である旨を主張することはできなかったであろうか。魚粉
は発熱発火の潜在的危険性を有する。これに抗酸化剤を投与するなど所定の基準
を満たすことによって、IMDGコードクラス9の危険物となる。海上運送のた
めに抗酸化剤を投与すべき者は運送人ではなく、運送人は、タラス9の基準に合
致する適切な抗酸化剤処理が施されたかどうかを知りえない。したがって、運送
人は魚粉の特殊な性質を立証することにより、免責事由たる事実の立証とするこ
とができると解すべきではないだろうか。この場合には、抗酸化剤の均等投与に
より発熱発火の危険性を除去したこと、すなわち当該魚粉の特殊な性質が消失し
ていることは、相手方が主張立証すべき事柄となる。検査機関による船積み前証
明書をもって抗酸化剤の均等投与が事実上推定され、運送人はその不均等を証明
しなければ免責事由の主張ができないとするのは、運送人に過酷なように思われ
る。
　なお、コンテナ内に積み付けられた袋詰め魚粉に損害が発生した事案につい
294　早法78巻4号（2003）
て、「本件貨物の一部が自然発火により焼損したことについては、その原因は、
酸化防止剤が均等に投与されていなかったために部分的に成分油脂が激しく酸
化、発熱したためであり、酸化防止剤の投与は、フィッシュミールの製造者ない
し荷送人においてすべきもので、運送人の関知すべき事柄でないことは明らかで
あり、酸化防止剤が均等に投与されていなかったことは、運送品に隠れた欠陥が
　　　　　　　　　　　　　　　　（6〉あったというべきである」とする判決がある。
　3．「物品の隠れた欠陥、特殊な性質又は固有の欠陥」における「物品」の意義
　「物品の隠れた欠陥、特殊な性質又は固有の欠陥」における「物品」は、損害
が発生した当該運送品に限られるのか、または他の運送品をも含むのかが問題と
なる。本判決は運送人の免責を否認したため、この問題に言及していないが、原
判決は次のように判示している。「へ一グ規則は、…一定の免責事由があること
を認め、その具体的な事由については、4条で定めているところ、同条2項
（q）では、「その他運送人又はその代理人若しくは使用人の故意または過失によ
らない原因」という一般的な事由をも定めていること、また、船舶による運送の
対象となった物の特殊な性質又は隠れた欠陥が損害発生の原因となった場合に
は、右の特殊な性質等が損害を受けた物自体に関するものでないときにも、通
常、運送人に故意又は過失がなかったものと考え得ることに照らすと、同条2項
（m）にいう「物品の特殊な性質又は隠れた蝦疵」の「物品」には、必ずしも損
害を受けた運送品又はその運送契約の対象である運送品に限らず、少なくとも損
害を受けた運送品と同様のものであれば、同一の船舶に積載され運送の対象とな
った他の物品も含むと解すべきである」。
　この問題について、学説は、損害が発生した当該運送品に限られるとする限
　（7）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
定説と、他の運送品を含むとする非限定説にわかれる。原判決は非限定説に立つ
が、少なくとも損害を受けた運送品と同様のものであればという留保を付してい
る。限定説をとる小町谷博士は、運送品の蝦疵または特質による損害とは当該運
送品についていうことであるから、他の運送品に生じた損害、例えば液体の漏出
によって綿花を汚損した損害に対して免責の事由とならないと説かれる。しか
し、両説の論拠は必ずしも十分に説明されているとはいえない。
　へ一グ規則において物品の隠れた報疵等が免責事由とされるのは、それによる
損害が、運送人の責に帰すべき損害ではなく、荷送人において危険を負担すべき
　　　　　　　　　のものであることによる。運送人の免責は荷送人の危険負担と同義であり、免責事
由は運送人と荷送人との間の危険負担の分岐点となる。したがって、免責事由は
厳格に解釈されるべきであり、その範囲を解釈によって拡張することは許されな
いものと解される。また、当該運送品の蝦疵から生じた損害も、他の運送品の蝦
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疵から当該運送品に生じた損害も、運送人の責に帰すべき損害ではないという論
理は一面的なものであり、荷送人の危険負担という観点が欠落している。その存
在を了知しえない他の運送品の蝦疵に起因する損害についてまで、荷送人に危険
を負担させるのであれば、免責事由の範囲は著しく拡張されることになろう。し
たがって、ヘーグ規則4条2項（m）において荷送人が負担すべき危険は、運送
契約の目的物たる運送品の隠れた職疵等から生じた損害に限られるものと解され
る。当該運送品に生じた損害の原因が他の運送品の蝦疵である場合は、運送人は
同項（q）による免責を主張すべきである。へ一グ規則4条2項（q）により免責
されるのだから同項（m）の免責事由を拡張しても差し支えないという原判決の
論理は妥当ではなく、同項（m）を厳格に解釈して、そこに含まれないものにつ
いて同項（q）による免責の可能性があると解すべきであろう。
　4．へ一グ規則を準拠法とすることの意義と効果
　本件では、ヘーグ規則が船積み地の国において国内法として制定されている場
合には同規則を適用するという当事者問の合意により、へ一グ規則が準拠法とさ
れている。しかし、ヘーグ規則は、船荷証券に関する「ある規則」の統一のため
の国際条約であり、また固有の法域を有するものではない。したがって、準拠法
としてへ一グ規則のみを指定することは規定内容と法域の双方において不完全で
あり、さらにへ一グ規則の解釈および一般法について準拠法を定める必要があ
る。例えば、本判決では、魚粉の発熱損害と鑑定費用が損害額として認定されて
いるが、へ一グ規則には損害額の算定に関する規定はない。したがって、ヘーグ
規則を準拠法とする旨の合意はせいぜい分割指定であって、本件海上運送契約に
っいてへ一グ規則に規定がある場合にはそれを適用するという趣旨の合意である
と解さざるを得ない。本件では、運送人の不法行為の準拠法が法例11条1項によ
り不法行為地法（日本法）であることについて当事者間に争いがない。同様に、
債務不履行についても、分割指定の及ばない事項について準拠法を決定する必要
があったと思われる。
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［付記］
　運送人Yは本判決に対して上告および上告受理の申立てを行ったが、最高裁はすでに上告棄
却および上告不受理を決定している（最高裁判所第二小法廷平成14年2月22日決定）。
